
令和７年度普通交付税等（大分県市町村分）について 

 

１ 概要 

   ○普通交付税と臨時財政対策債発行可能額の合計額は１，２９５億円 

（対前年度比＋１５億円、＋１．２％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[主な要因]  

景気回復等に伴う市町村民税や地方消費税交付金等の増により、基準財政収入額が増加

（対前年度比＋１．９％）したものの、人件費の増や物価高などに伴い、単位費用が引き

上げられ、基準財政需要額も増加（対前年度比＋２．１％）したため、財源不足額が拡大

し、普通交付税の合計額が増加した。 

なお、臨時財政対策債は制度が創設された平成１３年度以降で初めてゼロとなった。 

 

＜参考＞ 

○ 普通交付税の額の決定方法 

   各地方団体の普通交付税額  ＝(Ａ  基準財政需要額  －Ｂ  基準財政収入額  ) 

                     標準的な財政需要      標準的な財政収入 

                ＝    財源不足額(交付基準額)  

  Ａ  基準財政需要額   ＝   単位費用   × (  測定単位   ×   補正係数  ) 

              測定単位１当たりの費用    人口、面積等          段階補正等 

    ※ 各種の補正係数は、団体毎の自然条件や社会条件等の違いによる財政需要の差を反映するもの 

  Ｂ  基準財政収入額    ＝    標準的な地方税収入等の７５％   ＋   地方譲与税等  

 

○ 臨時財政対策債 

臨時財政対策債は、地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例債として発

行される地方債で、その元利償還金は翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

（単位：億円、％）
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２ 基準財政需要額及び基準財政収入額の増減内訳 

○県内市町村における基準財政需要額は総額２，８７４億円で、地域振興費や消防費などの

個別算定経費の多くの項目及び包括算定経費において単位費用が増加した影響により対

前年度＋６０億円、増減率は＋２．１％となっている。 

 

○一方、基準財政収入額は総額１，５７７億円で、対前年度＋２９億円、増減率は＋１.９

％となっている。 

 （単位：億円、％）
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2,874 2,814 60 2.1
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(1,297) (1,282) (14) (1.1)

1,297 1,266 31 2.4

(1,295) (1,280) (15) (1.2)

1,295 1,264 31 2.5
(注) １　（ ）書きは、臨時財政対策債振替相当額（i）を含めた額である。

２　交付基準額と交付決定額の差は調整額である。

３　表示単位未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。

区　　　分
７年度 ６年度 増減額 増減率

包括算定経費 287 266 21 8.0

個別算定経費
(公債費除き)

2,081 2,040 40 2.0

人口減少等
特別対策事業費

44 44 ▲1 ▲1.2

地方創生推進費

地域の元気創造事業費 30 30 ▲0 ▲0.3

小計(a+b+c+d+e+f)
(公債費以外の経費)

2,488 2,431 56 2.3

地域デジタル社会
推進費

16 21 ▲4 ▲21.5

地域社会再生事業費 30 30 ▲0 ▲0.0

合計(g+h-i) j
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公 債 費 等 386 399 ▲13 ▲3.2

　　　 交付基準額(j-k)

　　　 交付決定額



（１） 基準財政需要額            ＋６，００２百万円 ( ＋２．１％ ) 

    (臨時財政対策債振替相当額含み    ＋４，３６５百万円 ( ＋１．５％ )) 

 【主な増減内訳】 

  ○個別算定経費の増加          ＋４，０２４百万円 ( ＋２．０％ ) 

・単位費用（36 項目中 32 項目）が増加したことなどによる増 

 ※増減額トップ３ 

①地域振興費           ＋１，０００百万円（ ＋６．０％ ) 

②消防費               ＋６５７百万円（ ＋４．０％ ) 

③社会福祉費             ＋５２６百万円（ ＋４．６％ ) 

➊保健衛生費             ▲１２４百万円（ ▲０．８％ ) 

➋生活保護費             ▲１１９百万円（ ▲１．１％ ) 

➌道路橋梁費（道路の延長）       ▲３９百万円（ ▲１．１％ ) 

 

○包括算定経費の増加          ＋２，１１５百万円 ( ＋８．０％ ) 

 ・施設管理委託料の増加や会計年度任用職員に係る給与改定を踏まえた単位費用の増 

 

○公債費の減少             ▲１，２４０百万円 ( ▲３．１％ ) 

・臨時財政対策債償還費        ▲１，０５７百万円 ( ▲６．１％ ) 

 ・合併特例債償還費            ▲９４８百万円 (▲１１．４％ ) 

 

○臨時財政対策債振替相当額の減少    ▲１，６３７百万円 (  皆 減  ) 

 

（２） 基準財政収入額             ＋２，９１８百万円 ( ＋１．９％ ) 

 【主な税目の増減】 

○市町村民税(所得割)の増加       ＋１，７９６百万円 ( ＋４．９％ ) 

・単位税額の増等 

※定額減税終了に伴う、地方特例交付金の減は上記増減には含めない 

○地方消費税交付金の増加        ＋１，２９０百万円 ( ＋５．１％ ) 

 ・景気回復及び物価高による税収の増 

 

 

 



令和７年度普通交付税決定額及び臨時財政対策債発行可能額　対当初決定比較

（単位：千円、％）

A B A+B  C D E D+E  F A-D  G B-E  H C-F  I G/D H/E I/F

大分市 13,155,429 0 13,155,429 12,255,927 1,038,005 13,293,932 899,502 ▲ 1,038,005 ▲ 138,503 7.3 ▲ 100.0 ▲ 1.0

別府市 9,969,060 0 9,969,060 10,081,739 102,063 10,183,802 ▲ 112,679 ▲ 102,063 ▲ 214,742 ▲ 1.1 ▲ 100.0 ▲ 2.1

中津市 10,027,485 0 10,027,485 9,488,767 76,292 9,565,059 538,718 ▲ 76,292 462,426 5.7 ▲ 100.0 4.8

日田市 10,733,593 0 10,733,593 10,654,592 56,867 10,711,459 79,001 ▲ 56,867 22,134 0.7 ▲ 100.0 0.2

佐伯市 14,419,831 0 14,419,831 14,339,312 58,654 14,397,966 80,519 ▲ 58,654 21,865 0.6 ▲ 100.0 0.2

臼杵市 6,963,462 0 6,963,462 6,922,090 31,938 6,954,028 41,372 ▲ 31,938 9,434 0.6 ▲ 100.0 0.1

津久見市 3,301,384 0 3,301,384 3,199,807 16,430 3,216,237 101,577 ▲ 16,430 85,147 3.2 ▲ 100.0 2.6

竹田市 6,815,154 0 6,815,154 6,806,599 20,455 6,827,054 8,555 ▲ 20,455 ▲ 11,900 0.1 ▲ 100.0 ▲ 0.2

豊後高田市 5,673,554 0 5,673,554 5,439,900 19,404 5,459,304 233,654 ▲ 19,404 214,250 4.3 ▲ 100.0 3.9

杵築市 6,423,094 0 6,423,094 6,412,220 26,227 6,438,447 10,874 ▲ 26,227 ▲ 15,353 0.2 ▲ 100.0 ▲ 0.2

宇佐市 8,564,314 0 8,564,314 8,476,071 47,778 8,523,849 88,243 ▲ 47,778 40,465 1.0 ▲ 100.0 0.5

豊後大野市 9,831,910 0 9,831,910 9,667,337 32,311 9,699,648 164,573 ▲ 32,311 132,262 1.7 ▲ 100.0 1.4

由布市 5,824,118 0 5,824,118 5,602,804 31,656 5,634,460 221,314 ▲ 31,656 189,658 4.0 ▲ 100.0 3.4

国東市 8,092,707 0 8,092,707 7,607,195 26,268 7,633,463 485,512 ▲ 26,268 459,244 6.4 ▲ 100.0 6.0

姫島村 1,333,720 0 1,333,720 1,328,039 2,430 1,330,469 5,681 ▲ 2,430 3,251 0.4 ▲ 100.0 0.2

日出町 2,596,251 0 2,596,251 2,465,309 26,085 2,491,394 130,942 ▲ 26,085 104,857 5.3 ▲ 100.0 4.2

九重町 2,620,806 0 2,620,806 2,602,664 10,193 2,612,857 18,142 ▲ 10,193 7,949 0.7 ▲ 100.0 0.3

玖珠町 3,175,829 0 3,175,829 3,044,709 13,531 3,058,240 131,120 ▲ 13,531 117,589 4.3 ▲ 100.0 3.8

市計 119,795,095 0 119,795,095 116,954,360 1,584,348 118,538,708 2,840,735 ▲ 1,584,348 1,256,387 2.4 ▲ 100.0 1.1

町村計 9,726,606 0 9,726,606 9,440,721 52,239 9,492,960 285,885 ▲ 52,239 233,646 3.0 ▲ 100.0 2.5

県計 129,521,701 0 129,521,701 126,395,081 1,636,587 128,031,668 3,126,620 ▲ 1,636,587 1,490,033 2.5 ▲ 100.0 1.2

（注）臨財債＝臨時財政対策債発行可能額

決定額 臨財債市町村名

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

決定額 臨財債 計 決定額 臨財債 計計 決定額 臨財債 計
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